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令和５年度商工観光労働行政の概要 目次
予算額 単位:千円

令和５年度商工観光労働部の重点施策
（１）令和５年度の基本方針 ・・・・・・・・・・ 1
（２）企業を支援する取組

 産業施策の見える化事業「わかやま企業応援ナビ」 ・・・・・・・・・・ 2 商工観光労働総務課

 和歌山県事業再構築等支援総合相談窓口 ・・・・・・・・・・ 2 商工観光労働総務課

 下請取引適正化に向けて ・・・・・・・・・・ 3 商工観光労働総務課

（３）和歌山の活性化に向けた取組
 民間ロケット発射場周辺地域活性化 ・・・・・・・・・・ 3 41,770 産業技術政策課

 大阪・関西万博に向けた取組 ・・・・・・・・・・ 4 254,418 万博推進課

（４）重点個別施策
１．魅力ある和歌山の創造
 ①「DX和歌山」の加速化、GX（グリーントランスフォーメーション）の推進

    わかやまデジタル革命推進プロジェクト ・・・・・・・・・・ 5 企業振興課・産業技術政策課

[1]     販促デジタル化促進（わかやまデジタル革命推進プロジェクト） ・・・・・・・・・・ 6 84,763 企業振興課

[2]     システムカイゼン促進（わかやまデジタル革命推進プロジェクト） ・・・・・・・・・・ 6 154,119 企業振興課

[3]     デジタル経営診断（わかやまデジタル革命推進プロジェクト） ・・・・・・・・・・ 7 7,700 企業振興課

[4]      ものづくり生産力高度化補助金（わかやまデジタル革命推進プロジェクト） ・・・・・・・・・・ 7 200,768 産業技術政策課

[5]      和歌山県DXチャレンジサポートプログラム（わかやまデジタル革命推進プロジェクト） ・・・・・・・・・・ 8 21,175 産業技術政策課

[6]     デジタル専門家派遣（わかやまデジタル革命推進プロジェクト） ・・・・・・・・・・ 8 1,784 産業技術政策課

★ [7]     ｅコマース対応型販売支援 ・・・・・・・・・・ 9 3,637 企業振興課

[8]     ｅコマース推進 ・・・・・・・・・・ 9 2,248 商工振興課

[9]     デジタル化専門家派遣 ・・・・・・・・・・ 10 7,000 商工観光労働総務課

★ [10]     脱炭素経営モデル推進支援 ・・・・・・・・・・ 10 13,000 産業技術政策課

 ②県内事業者の成長支援
[11]     成長志向創業者支援 ・・・・・・・・・・ 11 20,000 企業振興課

[12]     スタートアップオフィス ・・・・・・・・・・ 11 16,482 企業振興課

[13]     地域課題解決型起業支援 ・・・・・・・・・・ 12 102,120 企業振興課

[14]     わかやまスタートアップ創出 ・・・・・・・・・・ 12 2,701 産業技術政策課

[15]     先駆的産業技術研究開発支援 ・・・・・・・・・・ 13 199,931 産業技術政策課

[16]     わかやま地場産業ブランド力強化支援 ・・・・・・・・・・ 13 92,482 企業振興課

[17]     わかやま中小企業元気ファンド・わかやま農商工連携ファンド ・・・・・・・・・・ 14 57,000 企業振興課

[18]     和歌山県事業再構築チャレンジ補助金 ・・・・・・・・・・ 14 1,200,000 商工観光労働総務課

★ [19]     和歌山ものづくり文化祭 ・・・・・・・・・・ 15 5,000 企業振興課

[20]     デザイン経営価値共創支援 ・・・・・・・・・・ 15 17,360 企業振興課

[21]     ヘルスケア産業創出 ・・・・・・・・・・ 16 963 企業振興課

[22]     クラウドファンディング活用支援 ・・・・・・・・・・ 16 ー 商工振興課

[23]     販売力強化支援 ・・・・・・・・・・ 17 4,074 企業振興課

[24]     和歌山産品販促支援 ・・・・・・・・・・ 17 98,801 企業振興課

[25]     わかやま産品魅力再発見 ・・・・・・・・・・ 18 6,650 企業振興課

[26]     優良県産品（プレミア和歌山）振興 ・・・・・・・・・・ 18 43,228 企業振興課

[27]     新たな官民連携の推進 ・・・・・・・・・・ 19 11,744 商工観光労働総務課

 ③企業誘致の促進
[28]     ベンチャー企業誘致 ・・・・・・・・・・ 19 4,716 産業技術政策課

[29]     ICT企業誘致の推進 ・・・・・・・・・・ 20 4,695 企業立地課

[30]     企業立地促進対策助成 ・・・・・・・・・・ 20 1,470,620 企業立地課

[31]     宿泊施設の誘致 ・・・・・・・・・・ 21 34,126 サービス産業立地室

[32]     あやの台北部用地開発 ・・・・・・・・・・ 21 1,448,611 企業立地課

★＝新政策（一部新政策を含む）又は新規事業
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 ④観光産業の発展
[33]  世界遺産等推進 ・・・・・・・・・・ 22 46,974 観光振興課

[34]  「アウトドア観光」推進 ・・・・・・・・・・ 22 21,580 観光振興課

[35]  「温泉・グルメ」で満喫、わかやま ・・・・・・・・・・ 23 7,300 観光振興課

[36]  サイクリング王国わかやま ・・・・・・・・・・ 23 19,276 観光振興課

[37]     国際観光推進 ・・・・・・・・・・ 24 246,705 観光交流課

[38]     教育旅行誘致推進 ・・・・・・・・・・ 24 40,636 観光交流課

[39]     外国人観光客受入環境整備 ・・・・・・・・・・ 25 46,113 観光交流課

[40]     外国人観光客受入環境高度化 ・・・・・・・・・・ 25 19,000 観光交流課

２．挑戦を支える基盤づくり
 ①中小企業等の事業継続支援

[41]     事業承継サポート ・・・・・・・・・・ 26 648 商工振興課

[42]     中小企業融資制度実施 ・・・・・・・・・・ 26 83,804,747 商工振興課

[43]     信用補完制度実施 ・・・・・・・・・・ 27 289,900 商工振興課

 ②人材の育成・確保
[44]     きのくにＩＣＴ教育（ステップアッププログラム） ・・・・・・・・・・ 27 5,004 企業振興課・産業技術政策課

[45]     産業を支える人づくりプロジェクト ・・・・・・・・・・ 28 57,809 労働政策課

[46]     和歌山再就職支援「就活サイクル」プロジェクト ・・・・・・・・・・ 28 85,541 労働政策課

[47]     わかやま地域活性化雇用創造プロジェクト ・・・・・・・・・・ 29 113,932 労働政策課

[48]     和歌山県若手中核人材確保強化 ・・・・・・・・・・ 29 10,001
50,000 （債務負担） 労働政策課

３．関係機関
 ジェトロ和歌山貿易情報センターとの連携 ・・・・・・・・・・ 30

 公益財団法人わかやま産業振興財団のご案内 ・・・・・・・・・・ 31

 和歌山県工業技術センター ・・・・・・・・・・ 32

 ジョブカフェわかやま・はたらコーデわかやま ・・・・・・・・・・ 33

 県立産業技術専門学院 ・・・・・・・・・・ 33

参考資料
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 ① 沿革と概観 ・・・・・・・・・・ 34
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民間ロケット発射場周辺地域活性化 大阪・関西万博に向けた取組
【主な取組】
・ ロケットを活用した地域活性化
・ 宇宙シンポジウム

【主な取組】
・ 和歌山館（仮称）設置に向けた取組
・ 万博の機運醸成
・ 空飛ぶクルマの運航実現に向けた取組

１．和歌山の活性化に向けた取組 ❶ 民間ロケット発射場周辺地域活性化
❷ 大阪・関西万博に向けた取組

２．魅力ある和歌山の創造 ❶ 「DX和歌山」の加速化、GXの推進
❷ 県内事業者の成長支援
❸ 企業誘致の促進
❹ 観光産業の発展

３．挑戦を支える基盤づくり ❶ 中小企業等の事業継続支援
❷ 人材の育成・確保

令和５年度の基本方針（キーワード）

和歌山の活性化に向けた取組

挑戦を支える基盤づくり

（１）令和５年度の基本方針

中小企業等の事業継続支援 人材の育成・確保
【主な取組】
・ 資金繰りを支援
・ 事業承継をサポート

【主な取組】
・ グローバル人材を育成
・ 県内産業を支えるICT人材の育成

魅力ある和歌山の創造

「DX和歌山」の加速化、GXの推進 県内事業者の成長支援
【主な取組】
・ 生産性向上を目的としたシステム導入の支援
・ デジタル経営診断を実施
・ 相談支援及びニーズに応じた指導を実施
・ 県内中小企業の脱炭素経営に向けた取組支援

【主な取組】
・ 新たな挑戦への支援体制の強化
・ 販路開拓等の販促活動を支援

企業誘致の促進 観光産業の発展
【主な取組】
・ 企業誘致戦略の推進
・ 県外・海外の企業等に対する
プロモーション活動

【主な取組】
・ アウトドアスタイルの発信
・ 滞在期間の延長に向けた周遊促進
・ 大阪・関西万博を見据えた誘客促進
・ 外国人観光客を誘致
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予算額

・令和５年度 254,418 千円

・令和４年度 13,084 千円

大阪・関西万博推進に向けた取組（万博推進課）

概 要

ポイント

◯ 2025年に開催される「大阪・関西万博」にて、
県の魅力をＰＲする「和歌山館（仮称）」の設置
に向けた取組

◯ 万博に向けた県内の機運醸成

◯ 「空飛ぶクルマ」の運航実現に向けた取組

機運醸成活動イベントの開催・啓発活動

・「2025年国際博覧会和歌山推進協議会※」と連携し、万博を身近に感じ、

県民の皆様の万博への参加意欲が高まるよう、機運醸成イベントを開催

・県内で実施される各種イベントへの万博ブースの出展等

・万博への多種多様な参加方法（催事参加・営業参加・TEAM EXPO等）等

に関する説明会の実施

※万博の成功に向け、機運醸成を推進し、県内への誘客促進や企業等への情報発信を目的に、

和歌山県商工会議所連合会、和歌山県を中心に、産学官金等の団体により構成された組織

〇 万博の機運醸成

〇 空飛ぶクルマの運航実現に向けた取組

和歌山館（仮称）※の整備

・県の魅力をPRする和歌山館（仮称）の展示や運営等

の内容を盛り込んだ「出展基本計画」をもとに、

基本設計・実施設計・コンテンツ作成等を実施

※和歌山館（仮称）…万博会場に関西広域連合が設置する「関西パビリオン」

内に設置する県の展示ゾーン

〇 和歌山館（仮称）設置に向けた取組
＜万博会場地図＞

＜関西パビリオン イメージ図＞

大阪・関西万博の本県への
経済効果
①夢洲会場を中心として開催
される経済効果

②関西パビリオン出展や機運醸
成等による経済効果

試算：(一財)アジア太平洋研究所

トータル 210億円

離着陸地に適した県内候補地を専門的な知見により調査・選定

空飛ぶクルマの県内での普及啓発

＜ポート イメージ図＞
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わかやまデジタル革命推進プロジェクト（企業振興課・産業技術政策課）

〇 県内事業者のデータやデジタル技術を活用した競争力強化や競争優位性
の確立に向けた取組を一貫支援

〇 デジタルトランスフォーメンション（DX）の実現を推進

生産性
の向上

競争力
維持・
強化

目的

新規
事業

診断
(現状把握) 技術習得 導入支援

DXチャレンジサポート

中小企業のDX支援実
績を有する専門家によ
る伴走支援

デジタル専門家派遣

事業者のデジタル化に
対する悩み解決に向け、
専門家を派遣

機運醸成・
啓発

DXに求められる、デジタ
ル技術や経営変革手
法を習得する各種講習
を開講

講座は以下を想定

DX推進講習

デジタル診断ツールを用
い、県内事業者のデジ
タル経営診断を実施

デジタル経営診断

県内事業者のデジタル
経営診断の結果をフォ
ローし、DX推進講習や
国/県などの他事業へつ
なげる。

DX推進員の配置

「DXに関する情報提供
（DX成功事例の紹介
等）」を目的としたセミ
ナーを開催。

DXセミナーの開催

DXオンライン入門講座

業務のデジタル化やセキュリティ対策など、DXに必要な基礎的な知
識を習得できる各種講座を開講

ビジネスプランナー育成コース

自社のデータ・AI活用の企画を立案、外部ベンダーや社内の他部
署を巻き込みながらデジタル活用プロジェクトを推進する力を身に
付ける講座を開講

AIエンジニア育成コース

E資格の受験が可能となるディープラーニングの理論を理解し、適
切な手法を選択して実装する能力を持つ人材を育成する講座を
開講

データサイエンティスト基礎育成コース

データ分析プロジェクトの流れを理解し、データから得られる知見をビ
ジネス活用する際に必要な基礎知識を身に付ける講座を開講

スマートものづくり技術者育成コース

産業用ロボットや3DCADのデジタル技術を活用した効率的かつ高
品質なものづくりの技術を身に付ける講座を開講

デジタルマーケティング(EC)講習

インターネット広告の基礎やSEO対策など、デジタルマーケティングや
ECに関する各種講座を開講

現場カイゼン講習

現状分析、現場実習等を通じた改善手法を習得

デザイン経営価値共創

「顧客や社員のニーズに寄り添い、新しい価値を創出、設計（デザ
イン）する『デザイン経営』の思考」を習得する講習を開講

※1. システムカイゼン促進支援補助金
2. 販促ツール作成支援補助金
3. ものづくり生産力高度化補助金

デジタル化補助金※

（４）重点個別施策

①「DX和歌山」の加速化、GXの推進
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SEO Search Engine Optimization Web

EC
EC

EC

9



10



11



5 9

12



13



https://www.wakayama-rebuild.jp
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ジェトロ和歌山貿易情報センターとの連携（共同事業）
貿易振興の専門機関である日本貿易振興機構（ジェトロ）の和歌山貿

易情報センターと連携し、県内企業の海外展開を強力に支援します。

県とジェトロ和歌山との主な連携事業

JAPAN STREETの有効活用
ジェトロが新たに展開するオンライン・プラットフォーム

「JAPAN STREET」への県内企業の登録を支援し、県内企
業と海外バイヤーとの商談機会を創出します。

※JAPAN STREET：
全世界においてジェトロが招待した 優良バイヤーのみが閲覧できる 商品カタログサイト
・サイトを通してジェトロ仲介によるオンライン商談や見積もり依頼が可能

ジェトロホームページ

【実務講座（予定）】：貿易実務講座（入門編、実践編）
【相 談 会 （予定）】：西牟婁出張相談会、東牟婁出張相談会
【テーマ別（予定）】：高度外国人材活用セミナー

ブランディングワークショップ
海外アドバイザーによる海外市場最新情報セミナー

ＥＣ市場開拓支援
世界60以上の海外ECサイトに開設している

「JAPAN MALL」を積極的な活用を促すため、
活用セミナーの開催や出展を目指す企業の申請手続き
を支援します。

県と覚書を締結しているタイ、ベトナム等の国や地域との経済交流の促進に加えて、有望な
新興国への調査ミッションを派遣。

また、海外見本市や展示会への出展企業を対象に現地商談会の開催や海外ミッションの派遣、
業界関係者の招へいなど、様々な事業ツールを効果的に組み合わせた海外展開支援を幅広く実
施します。
※新型コロナウイルス感染症の影響により、海外渡航ができない場合は、オンライン商談会を

開催し、商談機会を創出します。

●変化する世界への挑戦：越境EC活用促進

●手厚いハンズオン支援
県とジェトロでは、海外販路開拓に積極的な県内企業に対して、手厚い支援を行います。

「新輸出大国コンソーシアム事業」を始めとする事業で、機械・製造業、農林水産、高度外国
人材等の各分野の専門家が企業に寄り添い、輸出/海外進出の海外展開を計画策定から成果創
出まで一貫して支援を行い、県内企業の海外展開を加速します。新型コロナウイルス感染症の
影響下においては、オンラインによる面談や商談による支援を実施します。

●ビジネスミッション時の相互協力

●セミナー及び出張相談会の共同開催
リアル又はオンラインで実施するセミナーを活用しながら県内企業、

業界団体等のニーズを踏まえ、時宜を得たテーマでセミナーを開催します。
また、海外展開を希望する企業への支援を県内全域に広まるため、

紀南地域において、地元自治体と金融機関が一体となり相談会を開催します。

出張相談会の様子

●高度外国人材の活用支援

高度外国人材を採用したい県内企業と日本で就職を希望する留学生の
マッチング支援をするため、セミナーや交流会を実施します。
【予定】・企業向け 高度外国人材活用セミナー

・インターンに向けた企業・留学生の交流会
・就職に向けた企業・留学生の交流会

JAPAN MALL

交流会の様子

３．関係機関
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公益財団法人わかやま産業振興財団のご案内

（フォルテワジマ６階）

【お問い合わせ】

（公財）わかやま産業振興財団（和歌山市本町二丁目１番地フォルテワジマ６Ｆ）

ＴＥＬ：０７３‐４３２‐３４１２ ＦＡＸ：０７３－４３２－３３１４

ＵＲＬ：https://yarukiouendan.or.jp

（公財）わかやま産業振興財団は、県内中小企業の創業から成長、技術開発、販
路開拓、さらには人材育成等における多様なニーズに対し、豊富な民間人材を活
用した総合的な支援を行うことにより、本県地域産業の高度化・高付加価値化を
図るため、和歌山県より指定された県内唯一の中小企業支援センターです。

主要業務内容

●和歌山県よろず支援拠点

コーディネーターによる経営に関する様々な

課題に対する相談対応

●専門家派遣

経営・技術・情報化等の専門家派遣による診

断及び助言の実施

●和歌山ものづくり経営改善スクール

・生産性改善や自動化の学び・実習を通じた現

場リーダー・幹部社員の育成

・インストラクターを企業に派遣する伴走型の

現場改善支援

●国際経済交流支援

国際経済サポートデスク相談員による海外事

業展開に向けた貿易、販路開拓等に関する相談

対応

●創業支援

・インキュベーションマネージャーによる創業

に関する相談対応

・経費補助及び伴走支援による社会的事業分野

における起業の促進

●販路開拓支援

・専門員の巡回による取引あっせん支援や、国

内外展示会への集団出展、商談会の開催

・相談員や弁護士による下請け取引のトラブル

相談対応

●和歌山県プロフェッショナル人材戦略拠
点「プロフェッショナル人材」の中小企
業への活用や副業・兼業等による働き方
改革を推進し、中小企業の成長戦略と経
営革新を実現

●研究開発支援
新商品開発・新事業創出のための研究開
発支援

●ものづくり支援
わかやま中小企業元気ファンド・わかや
ま農商工連携ファンドによる新商品開発
等の助成

●知的財産権活用等支援
・コーディネーターによる知的財産活用
等に関する支援
・海外市場の販路開拓や模倣被害対策に
向けた外国での産業財産権の取得の支
援

●人材育成支援
企業の中核人材の導入や技術人材の育成
研修の開催

●交流支援
各種講演会、交流会、成果発表会等を
開催

●情報提供
企業情報の発信、広報誌の発行及び
サポートメール等による情報提供
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和歌山県工業技術センター

○地域産業活性化促進事業

工業技術センターは、県が設置・運営する公的試験研究機関で、
様々な技術支援・サービスを行っています。

未来に結ぶ技術の架け橋

お問合せ
和歌山県工業技術センター 企画総務部 企画調整課

〒649-6261 和歌山市小倉60番地 TEL：073-477-1271 FAX：073-477-2880

＜技術支援メニュー＞

技術相談・指導、設備機器の貸付、受託試験、受託研究、共同研究

研究開発、研修生の受入、技術情報の提供など

企業支援ツールを集約し、基礎開発から実用化支援まで幅広く対応可能です。
人材育成にも活用いただけます。

フードプロセッシング
ラボ

レザー＆テキスタイル
ラボ

ケミカルスマート
ものづくりラボ

3Dスマート
ものづくりラボ

自動化促進ラボ

<オープンラボの紹介> はじめてみよう！

一歩先の「ものづくり」

地域産業活性化促進事業

予算額

令和４年度 184,424千円

令和５年度 173,887千円

＜各部における主な対応技術＞

食品開発部

地域資源活用部

ものづくり支援部

化学技術部

薬業振興部

食品加工、食品成分分析、食品の物性測定、微生物分析・利用、醸造 等

テキスタイル・染色加工、皮革、色彩管理・測定、排水処理、

高分子材料、木質材料、金属材料 等

非破壊検査、騒音・振動計測、生産・検査工程の自動化

3DCAD・CAE活用、3Dプリンター試作造形、電気・電子・EMC計測 等

有機合成、高分子合成、有機分析、無機分析、計算化学活用 等

医薬品分析、医薬部外品分析、化粧品分析 等

○コア技術確立事業

工業技術センターが、県内企業ニーズ、先行技術調査、市場調
査等に基づき、テーマ化した「５～10年後に必要となる技術」
の研究開発を実施しています（第3期：令和5～7年度）。

コア技術確立事業

予算額
令和４年度 ６,956千円

令和５年度 7,605千円

○低濃度CO2の化成品変換技術の開発 〇次世代光制御ﾌｨﾙﾑの開発 ○機能性を有する和歌山産乳酸菌の開発

和歌山産乳酸菌株の作出カーボンニュートラルに貢献

～低濃度CO2を化成品へ～

次世代光制御ﾌｨﾙﾑの創製

集合・配列

（微細構造構築） （ﾌｨﾙﾑ化）
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江戸時代（後期）
紀北地域では木綿産業が隆盛
しょう油、みそ、かつおぶしといった和食に欠かせない調味料・食材の発祥地
※大坂（大阪）と江戸を結ぶ海運航路の要所として産業が発達

明治時代
繊維(紀州ネル、メリヤス)を中心に、皮革、漆器、家庭用品（和雑貨）、家具、ボタンなどの
「地場産業」が発達＝工業県
※和歌山市は全国でも代表的な工業都市であった。

昭和以降
住友金属など「重厚長大」産業の立地により、県北部臨海工業地帯が形成される。
県北部 石油・化学・鉄鋼・機械関係等の工業地域

・臨海部 ⇒  大企業
・地場産業 ⇒  中小企業（ニット、パイル織物等の繊維産業、漆器、皮革、家具等）

県南部 食品加工や木材産業が盛んな農林水産地域

特色

● 企業数に占める小規模企業の割合が非常に高い（全国5位）
和歌山県87.9％（全国84.9％）（資料：中小企業庁「中小企業白書2022年版」）

● オンリーワン企業、ニッチトップ企業の輩出

「元気なモノ作り中小企業300社」（経済産業省選定）

2006年(6社) アクロナイネン㈱、紀州技研工業㈱、新中村化学工業㈱、㈱東洋精米機製作所、
阪和電子工業㈱、和歌山精化工業㈱

2007年(6社) 笠野興産㈱、髙木彫刻㈱、フクセン㈱、中野ＢＣ㈱、築野食品工業㈱、紀州ファスナー工業㈱

2008年(4社) 太洋工業㈱、㈱タカショー、永山電子工業㈱、ヨシダエルシス㈱

2009年(6社) 尾高ゴム工業㈱、和歌山染工㈱、大洋化学㈱、中田食品㈱、小川工業㈱、㈱ヤマサ脇口水産

「がんばる中小企業・小規模事業者300社」（経済産業省選定）

2014年(7社) エムアファブリー、㈱角長、林撚糸㈱、㈱プラス、㈲モリヤ、協同組合ラテスト、ワコン㈱

2015年(8社) アイエムティー㈱、㈱インテリックス、㈱岡田織物、グラン・ジュテ、協業組合太成、
ナギサビール㈱、㈲深見梅店、(名)丸正酢醸造元

「はばたく中小企業・小規模事業者300社」（経済産業省選定）

2016年(5社) ㈱アイスティサイエンス、㈱九重雜賀、㈱紀北綜合警備、㈱オレンジライフ、農業法人㈱秋津野

2017年(5社) 小西化学工業㈱、㈱農業総合研究所、㈱アイセン、㈱坂口製作所、木下水産物㈱

2018年(4社) 福原ニードル㈱、㈲菊井鋏製作所、㈱桑添民之助商店、ワコー㈱

2019年(4社) ㈱早和果樹園、紀和化学工業㈱、㈱ヴァイオス、中紀バス㈱

2020年(1社) 和歌山マリーナシティ㈱

2021年(1社) ㈱日本化学工業所

● 和歌山県の上場企業（12社）
㈱紀陽銀行、㈱オークワ、㈱島精機製作所、スガイ化学工業㈱、㈱タカショー、太洋工業㈱、
アズマハウス㈱、㈱サイバーリンクス、㈱農業総合研究所、ヤマイチ・ユニハイムエステート㈱
あさかわシステムズ㈱、㈱ミモナ

①沿革と概観 ～和歌山県の産業の姿～
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②和歌山県産業ポテンシャル ～和歌山県の産業の姿～

自然資源

紀伊半島の南西部にあって、大部分は紀伊山地を中心とする山岳地帯であり、海岸
線は、総延長648kmにも及ぶリアス式海岸であり豊富な自然環境に恵まれている。
また、高野・熊野地域は「紀伊山地の霊場と参詣道」として世界遺産に、串本沿岸

地域はラムサール条約に登録、南紀熊野ジオパークは日本ジオパークに認定されてお
り、観光資源として本県の魅力を高めている。

産業集積の状況

基礎素材型の割合が高い
本県の産業構造は、基礎素材型（鉄鋼、石油、化学等）の製造品出荷額等の構成割

合が高く、加工組立型（輸送機械・電気機械等）の構成割合が低い傾向にある。
2021年においては、基礎素材型が68％程度、加工組立型が20％程度となっている。

（資料：令和３年経済センサス‐活動調査）

繊維を中心とする地場産業の割合が高い
和歌山県は24業種の地場産業を有する地場産業県である。県工業において地場産業

は、事業所数、従業者数で大きな割合を占めており、産地に集積された技術、人材、
資金等のポテンシャルが工業発展を大きく支えている。またオンリーワン企業は、地
場産業を母体に輩出されている。
＜地場産業＞
①地元資本をベースとする中小企業が一定の地域に集積しつつ、②地域内に産出
する特産物を主原料、または蓄積された経営資源（技術、労働力、資本等）を活
用して他地域から原材料を移入し、③これらを加工し、④その製品の販路として、
地域内需要のみならず地域外需要をも指向するもの。

＜県内地場産業２４業種＞
建具、襖材、家具、ニット、縫製、特殊織物、作業手袋、家庭用品、綿織物、染
色整理、機械金属、染料・中間物、染色、漆器、へら竿、味噌、醤油、梅干し、
清酒、皮革、ボタン、木材・製材、洋家具、銑鉄鋳物

＜地場産業＞

＜県内地場産業24業種＞

産業インフラ等

和歌山市は関西国際空港から高速道路でわずか30分、最も近い中核市である。また、
延伸を続ける高速道路、和歌山下津港や日高港、新宮港などの物流拠点、南紀白浜空
港などのインフラに加え、果樹・森林・水産といった恵まれた地域資源を活かし、産
業集積を促進している。
さらに、県内の中小企業等を支援するワンストップの中核的支援機関である（公

財）わかやま産業振興財団を設置し、県工業技術センターや大学等との連携や企業Ｏ
Ｂによる経営相談など、幅広く企業支援を実施し、産業を振興すべく積極的に活動し
ている。
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③ 日本経済と和歌山県経済 ～和歌山県の産業の姿～

令和4年10月1日現在の和歌山県の人口は90万3,172人で、出生数減少や県外転出増加など
により、前年から1万351人減少(▲1.13％)した。

資料：総務省「平成27年国勢調査」、和歌山県「和歌山県人口調査」（R4）

令和3年度の国内総生産(GDP)は、550兆5,304億円となり、前年度から12兆9,689円の増加
(2.4％)となった。

資料：2021年度国民経済計算（2015年基準・2008SNA）
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県内総生産

～令和2年度の県経済は、全国と同様に、春先以降は新型コロナウイルス感染症に
よる悪影響から大きく下押しされた状態となり、給付金や県独自の需要喚起策など
多くの経済対策や公共投資などに下支えられた状況であった。～

令和2年度の和歌山県の県内総生産（名目）は、3兆6,251億円で、前年度比約1,315億円減
少（▲0.35％）した。

令和2年度は昭和50年度と比較すると、
第1次産業： 約182億円減少
第2次産業： 約6,029億円増加
第3次産業： 約1兆6,588億円増加

各産業の割合（昭和50年度 → 令和2年度）
第1次産業： 6.7％ → 2.0％
第2次産業： 46.1％ → 34.2％
第3次産業： 47.2％ → 63.8％
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※産業別の県内総生産（名目）の推移については、
①輸入品に課される税・関税（付加）
②総資本形成に係る消費税（控除）

を考慮しない経済活動での推移とする。

※基準改定により平成23年度以前の数字とは単純比較できないため、参考値となる。

資料：内閣府「令和2年度（2021年度）国民経済計算」

「県民経済計算」

和歌山県「令和2年度県民経済計算」
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第2次産業中の製造業の生産額は、一次金属、化学、石油・石炭製品等の基礎素材型産業が
一貫して大きな割合を占めており、令和元年度においては製造業全体の約52％となった。また昭和
60年頃から一般機械が大きく成長している。

第3次産業の総生産額の伸びは近年鈍化傾向だが、保健衛生・社会事業は堅調に伸びている。
保健衛生・社会事業：3,066億円(H22)→3,980億円(R2)
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※基準改定により平成23年度以前の数字とは単純比較できないため、参考
値となる。

資料：内閣府「県民経済計算」

和歌山県「令和2年度県民経済計算」
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金融・保険業 電気・ガス・水道・廃棄物処理業
宿泊・飲食サービス業 情報通信業
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令和2年度の和歌山県の県民所得(名目)
2兆5,384億円(前年度比－7.3％)
1人あたりの県(国)民所得
和歌山県：275.1万円(前年度比－6.4％)
全国：297.5万円(前年度比－6.4％)
※ 1人あたりの県(国)民所得＝県(国)民所得／域内総人口(各年10月1日推計人口)

令和2年度の労働生産性
和歌山県：653.7万円(前年度比－2.0％)
全国：589.2万円(前年度比－3.7％)
※ 労働生産性＝域内純生産（生産価格表示・合計）／域内就業者数
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資料：内閣府「令和2年度（2020年度）国民経済計算」

総務省「人口推計」（国勢調査結果による補間補正人口）

和歌山県「令和２年度県民経済計算」
※域内純生産の全国値（国内純生産）については、名目・暦年ベースを採用。
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④産業構造(事業所数、従業者数、企業数)[民営]～和歌山県の産業の姿～

～事業所数・従業者数共に減少。中長期的な減少傾向が継続～
県内の事業所は､減少傾向にあるが､令和3年は4万4,959事業所で平成28年から4.8%減となった｡

また､令和3年の従業者数は37万7,605人で､平成28年から0.2%減となった｡
事業所数､従業者数ともに､医療･福祉が増加したが､卸売業･小売業は減少した｡
2022年版中小企業白書によると､県内の中小企業数は3万4,367企業となっており､うち小規模企

業が総企業数の87.9%を占め､都道府県別では5番目に高い比率である｡

事業所数

従業者数

和歌山県の企業数(会社数＋個人事業者数)

資料：経済産業省「2022年版中小企業白書」

資料：総務省 「平成28年経済センサス‐基礎調査」
総務省・経済産業省 「令和３年経済センサス‐活動調査」

※事業所数は事業内容等不詳の事業所を除く。

※小規模企業は常用雇用者２０人以下（卸売業、小売業、サービス業は５人以下）

和
歌
山
県

R3年 H28年 増減数 増減率(%) 合計に占める
割合（%）

第１次産業 297 255 42 16.5 0.7
第２次産業 7,810 8,267 ▲ 457 ▲ 5.5 17.4

建設業 4,237 4,312 ▲ 75 ▲ 1.7 9.4
製造業 3,564 3,947 ▲ 383 ▲ 9.7 7.9

鉱業、採石業、砂利採取業 9 8 1 12.5 0.0
第３次産業 36,852 38,725 ▲ 1,873 ▲ 4.8 82.0
卸売業、小売業 11,224 12,878 ▲ 1,654 ▲ 12.8 25.0

宿泊業、飲食サービス業 5,121 5,688 ▲ 567 ▲ 10.0 11.4
生活関連サービス業、娯楽業 3,931 4,258 ▲ 327 ▲ 7.7 8.7

医療、福祉 4,360 4,084 276 6.8 9.7
不動産業、物品賃貸業 2,759 2,823 ▲ 64 ▲ 2.3 6.1

学術研究、専門・技術サービス業 1,614 1,480 134 9.1 3.6
教育、学習支援業 1,368 1,465 ▲ 97 ▲ 6.6 3.0
運輸業、郵便業 921 935 ▲ 14 ▲ 1.5 2.0
金融業、保険業 714 726 ▲ 12 ▲ 1.7 1.6

複合サービス事業 449 445 4 0.9 1.0
情報通信業 264 234 30 12.8 0.6

電気・ガス・熱供給・水道業 74 41 33 80.5 0.2
サービス業（他に分類されないもの） 4,053 3,668 385 10.5 9.0

全産業（民営） 44,959 47,247 ▲ 2,288 ▲ 4.8 100.0

和
歌
山
県

R3年 H28年 増減数 増減率(%) 合計に占める割
合（%）

第１次産業 3,771 3,487 284 8.1 1.0
第２次産業 85,825 86,014 ▲ 189 ▲ 0.2 22.8

建設業 25,394 25,860 ▲ 466 ▲ 1.8 6.7
製造業 60,313 60,026 287 0.5 16.0

鉱業、採石業、砂利採取業 118 128 ▲ 10 ▲ 7.8 0.0
第３次産業 287,278 288,104 ▲ 826 ▲ 0.3 76.2
卸売業、小売業 76,771 80,632 ▲ 3,861 ▲ 4.8 20.4

宿泊業、飲食サービス業 32,929 36,832 ▲ 3,903 ▲ 10.6 8.7
生活関連サービス業、娯楽業 15,089 16,296 ▲ 1,207 ▲ 7.4 4.0

医療、福祉 68,782 63,285 5,497 8.7 18.3
不動産業、物品賃貸業 9,421 8,586 835 9.7 2.5

学術研究、専門・技術サービス業 7,710 7,391 319 4.3 2.0
教育、学習支援業 10,320 10,314 6 0.1 2.7
運輸業、郵便業 20,853 20,674 179 0.9 5.5
金融業、保険業 9,426 10,015 ▲ 589 ▲ 5.9 2.5

複合サービス事業 5,521 5,461 60 1.1 1.5
情報通信業 2,909 2,890 19 0.7 0.8

電気・ガス・熱供給・水道業 1,394 1,191 203 17.0 0.4
サービス業（他に分類されないもの） 26,153 24,537 1,616 6.6 6.9

全産業（民営） 376,874 377,605 ▲ 731 ▲ 0.2 100.0

中小企業 大企業
合計構成比(%) うち小規模企業 構成比(%)構成比(%)

34,367 99.9 30,242 87.9 27 0.1 34,394
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⑤和歌山県の経済動向 ～和歌山県の産業の姿～

日本経済は､平成26年4月には消費税率が引上げられ､個人消費などには弱い動きもみられたが､
その影響は次第に和らいだ｡令和2年には新型コロナウイルス感染症の影響を受けて幅広い事業者に
影響が生じた。同3年においても感染症の影響が継続し、原油・原材料の価格上昇、物流の混乱な
どの影響も受け、県内経済動向は厳しい状況であった。同4年は、経済の緩やかな持ち直しが続いて
いながらも、世界的なエネルギー・食料価格の高騰や欧米各国の金融引き締め等による世界的な景
気後退懸念など、経済を取り巻く環境には厳しさが増している。

令和4年の和歌山県における企業倒産件数は73件、負債総額60億6300万円となった。
件数は前年比15.9％増加し、負債総額は前年比50.3％の減少となった。

和歌山県倒産件数・負債総額

全国倒産件数・負債総額

資料：株式会社東京商工リサーチ

景気動向：CI一致指数
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資料：内閣府「令和5年度の経済見通しと経済財政運営
の基本的態度
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令和4年の和歌山県における鉱工業生産指数（季節調整済）は、新型コロナウイルス感染症の
影響等により低下した。また、同年の県内粗鋼生産量は前年比0.7％減少し、約271万3千トンの生
産となった。

資料：経済産業省「鉱工業生産指数」、和歌山県「和歌山県鉱工業生産指数」

資料：国土交通省「建設工事受注動態統計調査」

令和4年の和歌山県における公共工事請負契約額は3,329億円となり、5年連続の増加
（＋39.5％）となった。

資料：一般社団法人日本鉄鋼連盟「全国鉄鋼生産高」、日本製鉄株式会社関西製鉄所和歌山地区
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令和4年の和歌山県における百貨店・スーパー販売額は、1,090億円で、前年比0.3％の減少（全
店ベース）となった。なお、店舗数は前年から1店舗増加し40店舗（同年12月時点）。

令和4年の和歌山県における自動車新車登録台数は1万7,299台で、前年比8.7％の減少となっ
た。

資料：経済産業省「商業動態統計」

資料：一般社団法人日本自動車販売協会連合会

令和4年の和歌山市における月平均家計消費支出は26万3,910円で、前年比16.9％の増加と
なった。また、同年の同市における消費者物価指数（総合）は101.3で、前年から1.7%の増加となっ
た（令和2年平均＝100）。

資料：総務省「家計調査」※家計消費支出は「２人以上の世帯」。前年同月との単純比較であり、物価上昇分は未調整。

百貨店・スーパー販売額対前年同月比
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令和4年の和歌山県における新設住宅着工戸数は4,758件で、前年比3.6％の増加となり、2年
連続で増加した。

令和4年の和歌山県における所定外労働時間指数は123.1となり、前年を11.5％上回った。また、
実質賃金指数（現金給与総額）は103.8となり前年を1.8％下回った（いずれも令和年平均＝
100） 。

資料：国土交通省「建築着工統計調査報告」

資料：厚生労働省「毎月勤労統計調査」、和歌山県「県内毎月勤労統計調査」

和歌山県の住宅着工件数（各月累積）

労働時間(所定外)・実質賃金指数(現金給与額) 対前年同月比
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⑥工業 ～和歌山県の産業の姿～

～特定業種に依存する工業構造～
令和3年の県内製造業における製造品出荷額等は約2兆3,835億円(前年比▲ 10.1%)､付
加価値額は約7,587億円(前年比▲ 6.2%)｡
製造品出荷額等及び付加価値額の全国に占める割合は､概ね1%程度で推移
事業所数は1,465事業所(前年比▲12%)､従業者数は53,497人(前年比▲4.8%)
工業構造は､鉄鋼､石油､繊維､化学の各業種に特化しており､鉄鋼､石油については特定
大企業の影響が大きい｡

資料：経済産業省「工業統計調査」

総務省・経済産業省 「平成２４年経済センサス-活動調査」

「平成２８年経済センサス-活動調査」

「令和３年経済センサス-活動調査」

（従業者４人以上の事業所）

※平成１９年調査から、新たな調査項目として製造品出荷額等に「その他収入額」、
原材料使用額等に「製造等に関連する外注費」及び「転売した商品の仕入額」を
追加したことにより、製造品出荷額等及び付加価値額については前年の数値とは
接続しない。

※業種別特化係数は製造品出荷額等大なり順に掲載。
※「機械」は「はん用機械器具製造業」、「生産用機械器具製造業」及び「業務用

機械器具製造業」の合計。「電気機械等」は「電子部品・デバイス・電子回路製
造業」、「電気機械器具製造業」及び「情報通信機械器具製造業」の合計。
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⑦商業 ～和歌山県の産業の姿～

～事業所数・従業者数・商品販売額は共に減少～

令和3年の県内商業事業所数は1万1,385事業所であり､平成28年に比べ1,493事業所
(▲11.6%)減少
令和3年の当該従業者数は7万6,102人であり､平成28年に比べ2,026人(▲2.6%)減少
令和2年の商品販売額は約2兆326億円であり､前年に比べ約140億円(▲0.7%)減少
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資料：経済産業省 「商業統計調査」
総務省・経済産業省「令和３年経済センサス‐活動調査」

「経済構造実態調査」

※商品販売額については、平成19年調査以前は当該統計年次の概ね前年度に相当する1年間、平成24年調査
以降は当該統計年次の前年に当たる1年間の数値を指す（いずれもグラフ上の括弧内表記の年度・年）。
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⑧ サービス業 ～和歌山県の産業の姿～

～県内総生産の約4割を占める～

～令和2年度の県内サービス業総生産額は約1兆5,253億円で､前年度から約726億円
(▲4.5%)減少
県内総生産に占めるサービス業の割合は約42.2%となり､前年度から低下

資料：和歌山県「令和２年度県民経済計算」

※本頁のサービス業は、①電気・ガス・水道・廃棄物処理業、②卸売・小売業、
③金融・保険業、④公務を除く第３次産業とする。

資料： 総務省・経済産業省「平成28年経済センサス‐活動調査」

県内サービス業総生産額の推移
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※県内総生産（名目）は以下の項目を加算せず算出
①輸入品に課される税・関税(付加)、②総資本形成に係る消費税(控除)
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⑨観光 ～和歌山県の産業の姿～

令和4年の観光入込客総数（速報値）は、約2万9,138千人で、対前年比117.1％と増加
し、コロナ禍前の令和元年比では8割を超える水準まで回復した。
年明け以降、まん延防止等重点措置を実施すべき区域への指定等、新型コロナウイルスの感
染拡大の影響があったものの、ゴールデンウィークや夏季、年末に行動制限がなかったことや、4月
1日から開始した「わかやまリフレッシュプランＳ」、10月11日から開始した「わかやまリフレッシュプラ
ンＳワイド」の効果により、前年より大幅に増加した。
なお、和歌山県における外国人宿泊者数は、前年に引き続き新型コロナウイルス感染症の影響
を大きく受けたものの、10月の水際対策の大幅緩和以降は堅調に回復してきており、令和元年
比91.7％減の約4万1,500人泊となった。

令和4年観光客動態調査（速報値）
・観光入込客総数：約2万9,138千人・日帰り客数：約2万4,835千人 ・宿泊客数：約4,303千人泊

（前年比117.1%・R元年比82.2%） （前年比115.5%・ R元年比83.0% ） （前年比127.2%・ R元年比78.2% ）

・外国人宿泊者数：約4万1,500人泊

29年 30年 元年 2年 3年 4年 対3年増減 対3年比 対元年比

総数 33,759 34,619 35,433 24,784 24,879 29,138 4,259 117.1% 82.2%

日帰り 28,593 29,208 29,931 21,540 21,496 24,835 3,339 115.5% 83.0%

宿泊 5,166 5,411 5,502 3,244 3,383 4,303 920 127.2% 78.2%
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⑩ 貿易(輸出入額)

～貿易額は2年連続の増加～
令和4年の本県の輸出入額は、輸出額は5,601億円（前年比112.0％増）となり3年ぶりに増
加、輸入額は6,138億円（同178.6％増）となり2年連続の増加となった。輸出入の総額は、1兆
1,739億円（同142.3％増）となり2年連続の増加となった。
輸出品目別では、鉄鋼1,873億円（構成比33.4％）、石油製品2,902億円（同51.8％） 、繊
維機械211億円（同3.8％）、有機化合物274億円（同4.9％） 、事務用機器19億（同
0.3％）の５品目で全体の94.3％を占めている。
輸入品目別では、原油・粗油4,048億円（構成比65.9％） 、有機化合物685億円（同
11.2％） 、石油製品439億円（同7.2％）、石炭271億円（同4.4％）、鉄鉱石272億円、
（同4.4％）の5品目で全体の93.1％を占めている。
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資料：財務省「貿易統計」（税関ホームページ）から加工・作成
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⑪労働雇用 ～和歌山県の産業の姿～

令和2年の県内の労働力人口は44万6,046人で、平成27年と比べると4.3％減少している。
男女別では、男性は24万1,854人（6.5％減少）、女性は20万4,192人（1.6％減少）である。
有効求人倍率は、新型コロナウイルス感染症の影響により令和2年に大幅に低下したが、その後は
回復傾向にある。
労働者の割合は、正規労働者が約68％、非正規労働者が約32％で推移している。
令和3年の県内事業所の労働環境は、育児休業制度の整備率が83.4％で、介護休業
制度の整備率は76.7%である。平成28年と比較すると、育児休業制度の整備率は0.5％
上昇、介護休業制度の整備率は0.4％低下している。
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和歌山県商工観光労働部組織一覧

課室名／班名 直通電話 主な業務
商工労働政策局
商工観光労働総務課

総務班 073-441-2720 部の予算、貸金業指導、県営競輪事業等
政策企画班 073-441-2725 部の総合企画、景気動向調査等
計量指導班 073-441-2713 適正計量の推進、検定・検査
償還指導室 073-441-2765 貸付金の償還指導

万博推進課 073-441-2703 2025年日本国際博覧会(大阪・関西万博)の開催準備
商工振興課

金融班 073-441-2744 中小企業の金融支援
商工支援班 073-441-2742 商工会・商工会議所等の支援

公営企業課
財務企画班 073-441-3338 工業用水道事業、土地造成事業の企画、財務管理
事業管理班 073-441-3314 工業用水道事業、土地造成事業の事業管理

労働政策課
労政福祉班 073-441-2790 労働者の福祉向上、労使関係の安定
就業支援班 073-441-2805 若年者、高年齢者、障害者等の就業支援
能力開発班 073-441-2802 職業能力開発

企業政策局
企業振興課

市場開拓班 073-441-2758 地場産業振興、国際経済交流、国際販路開拓支援
経営支援班 073-441-2760 創業、経営革新、新産業の創出・企業の育成、販売力強化
産業ブランド推進班 073-441-2841 プレミア和歌山の推進、地域ブランド形成

産業技術政策課
エネルギー政策班 073-441-2373 エネルギー政策の企画・調整
産業技術推進班 073-441-2355 産業技術基本計画の推進、産学官共同研究プロジェクトの推進

企業立地課
ものづくり産業立地班 073-441-2753 製造業の企業誘致
新産業立地班 073-441-2748 非製造業の企業誘致
サービス産業立地室 073-441-2746 サービス産業の誘致

観光局
観光振興課

企画調整班 073-441-2777 観光振興の企画、調整
振興班 073-441-2775 観光振興施策の推進
世界遺産班 073-441-2424 世界遺産の保全と活用

観光交流課
海外誘客班 073-441-2788 外国人観光客の誘致
環境づくり班 073-441-2785 外国人観光客の受入環境の整備、体験型教育旅行の誘致

出先機関・産業支援機関
公営競技事務所 073-431-4213 県営競輪
工業用水道管理センター 073-486-2800 工業用水道事業の運営管理
和歌山産業技術専門学院 073-477-1253 公共職業訓練の実施
田辺産業技術専門学院 0739-22-2259 公共職業訓練の実施
工業技術センター 073-477-1271 研究開発、技術開発支援
世界遺産センター 0735-42-1044 世界遺産の保存と活用
(公財)わかやま産業振興財団 073-432-3412 地域産業技術の振興、創業や中小企業等の多様な事業活動を総合的に支援
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